
施設の特徴
中小企業のＩＴ化支援

○パソコン実習室

　豊富なソフトがインストールされており、高速インター

ネットにも常時接続しているため、前準備なく高度な

研修にご利用いただけます。

　中小企業の情報化人材育成のために、各種のＩＴ

研修を実施しています。

○マルチホール

　大型の３面マルチビジョンシステムを備え、最大３００名が収容可能な多目的ホールです。

中小企業のＩＴ化を啓発するため、各種のセミナーを開催しています。

ＩＴ産業の振興

○インキュベートルーム・共同研究室

　ＩＴ関連分野における起業を促進するため、インキュ

ベートルームや共同研究室の貸出を行っています。

○ビデオ編集室

　最新のノンリニア映像編集・合成システムを導入して

利用状況等 利用者負担(利用料金)等 おり、先進的な映像制作にご利用いただけます。

H14 H15 H16 H17 H18 マルチホール（全日） 69,700円 　基本操作についての無料セミナーも開催しています。

89,116 85,859 88,786 89,348 102,661 パソコン実習室（全日） 16,600円

75.0 97.7 90.2 91.1 80.0 ビデオ編集室（全日） 24,400円 企業の経営等に関する情報の提供

○産業情報資料室

　指定管理者である（財）ふくい産業支援センターが、企業経営に役立つ図書や雑誌、ビデオソフト

などを自由に閲覧・貸出できる資料室を設けています。

産業情報センター施設紹介ホームページ

http://www.fisc.jp/archives/cat9/

平成18年度の特色について

　　　　（産業情報センター正面）

福井県産業情報センター(1/2)

ＩＴ研修定員充足率(%)

利用者数（人） 施設使用料

所　 在 　地

設置年月日

施設の種類

設置の目的

概　　　　 要
（構造、面積、主な機能）

職 　員　 数

事業実績

　平成１８年４月から指定管理者に（財）ふくい産業支援センターを指定し、利用者のサー
ビス向上のために新たな取組みを行っています。
（管理委託期間　平成２３年３月までの５年間、指定管理料総額　618,944千円）
　・空室状況の確認や利用の申込み可能なホームページを新設しました。
　・操作方法の難しいビデオ編集室等の設備についての無料説明会を開催しました。
　
【全体としての利用状況等】
　・インターネットやデジタルコンテンツ制作に関する最新技術についてのセミナーを５回
　　開催し、６１８名の参加がありました。
　・県内中小企業の情報化や県内ＩＴ企業を担う人材育成のため、インターネットの活用を
　　中心に４６講座を実施し、受講者数は４２８名となりました。アンケート結果では、研修
　　内容に満足している方の割合は８８．９％となっており、高い評価を受けています。

　利用者数は、年々増加しており、企業の情報化支援、情報産業育成の拠点施設として定着してきていま
す。

　平成１８年度は、インキュベートルームや共同研究室などの入居施設（年単位で貸出を行う施設）利用率が
向上したことにより、利用者数は１０万人を突破し、対前年度比約１５％の増となりました。

　また、中小企業の情報化人材を育成するためのＩＴ研修を実施しています。年度により実施回数が異なるこ
とから受講者数の変動がありますが、年度毎の定員充足率は８割を超えており、受講者から高い評価をい
ただいています。

利用状
況
の推移

坂井市丸岡町熊堂３－７－１（嶺南支所：小浜市白鬚１１２　白鬚業務棟３Ｆ）

平成６年４月１日

産業支援施設 施設管理主体 指定管理者(財)ふくい産業支援センター

企業の情報化に係る支援、企業の経営等に関する情報の提供および情報産業の育
成を行い、もって本県産業の高度化に寄与する。

鉄筋コンクリート、地上８階、地下１階、延べ８，１３１㎡
マルチホール、会議室、パソコン研修室、マルチメディアコンテンツ制作コーナー、技術開発
室、インキュベートルーム、共同研究室、産業情報資料室

指定管理者（６名）

利用者数の推移
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行政コスト計算書（平成１８年度） （単位　千円） バランスシート（平成１９年３月３１日現在） （単位　千円）

総額 構成比 前年比

人件費 0 0.0% - 前年比 前年比

退職給与引当金繰入 0 0.0% -
有形固定
資      産

1,297,823 94.5% 固定負債 0 -

計 0 0.0% - うち土地 296,254 100.0%

物件費 107,544 58.2% 55.5% うち建物 597,472 92.3%

維持補修費 1,131 0.6% 32.2% うち設備 204,458 93.9%

減価償却費 76,032 41.2% 100.0% 投 資 等 0 - 流動負債 0 -

計 184,707 100.0% 67.6% 流動資産 0 - 正味資産 1,297,823 94.5%

公債費（利子） 0 0.0% - 計 1,297,823 94.5% 計 1,297,823 94.5%

その他 0 0.0% 皆減

計 0 0.0% 皆減 主な指標 （単位：％、円/人）

合　　　計 184,707 100.0% 67.5% Ｈ18 Ｈ17 前年比

収入 利用料等収入 21,137 11.4% 27.6% 1,586 1,673 94.8%

その他収入 0 0.0% 皆減 0 0 -

一般財源 163,570 88.6% 86.5% 100.0 100.0 100.0%

福井県産業情報センター(2/2)

人にかかる
コスト

貸方借方

資　産 負　債

　利用者アンケート等によりリピーターの方のご意見を踏まえ、一層のサービス向上に努
めるとともに、広報誌やイベントなどで施設・事業の紹介を行い、新規利用者の増加を目
指します。

　最新のＩＴ技術、ビジネス動向等を踏まえ、中小企業に必要とされる内容のセミナーや
研修を企画・実施します。

　施設、設備の定期的な点検や早めの修繕を行い、大きな故障の未然防止に努めるとと
もに、一層のコスト縮減を図ります。

今後の事業方針
取組み内容

　利用者は年々増加しているものの、リピーターの方が大半であるため、新規利用者を
増やしていくことが必要です。
　
　ＩＴ技術の進展は非常に速いため、中小企業等に必要な知識や技術を提供していくこと
が必要です。

　平成６年度に高度情報化のための各種システムを備えた施設として建設されてから１０
年以上が経過しており、システム、設備等の大規模修繕への対応が想定されます。

今後の課題

　平成１８年度から指定管理者制度を導入した結果、施設の利用料金等が指定管理者
の収入となり、その収入分を差し引いて委託するため、物件費と利用料金等収入が前年
比５５．５％、２７．６％と大幅に減少しています。
　一般財源ベースでは、前年比１３．５％の減少となりました。

　なお、指定管理者の収入にしない貸出施設の利用料金収入は、平成１７年度から横ば
いでしたが、物にかかるコストが減ったことにより、県民１人あたりのコストは平成１７年度
に比べて１３．０％減っています。
　
　資産については、土地と建物で約７割を占めますが、中小企業のIT化支援等が施設の
目的でもあることから、ＩＴ関係の設備が約１５％を占めるのが特徴です。
　また、有形固定資産の減価償却費は行政コスト全体の４１．２％を占めています。
　なお、建設時の起債償還が終わっており、職員配置もないことから、将来負担につなが
る負債がありません。

施設の目的上、
管理運営上、
主要な事業

バランスシート、
行政コスト計算書
の特色

物にかかる
コスト

県民1人あたり有形固定資産額

県民１人あたり将来負担額

その他

世代間負担率

・中小企業のＩＴ化支援
　県内で最も通信環境の整った研修施設や設備を有しており、企業が実施するセミナー
や研修等に対し、貸出を行っています。
　また、ＩＴ活用事例を紹介するセミナーやＩＴ化に対応する人材を育成するための研修を
企画・実施しています。

・ＩＴ産業の振興
　ＩＴ関連での起業を促進するため、インキュベートルームや共同研究室の貸出を行って
います。
　マルチメディアコンテンツ作成のためのビデオ編集室、サウンド編集室等の貸出や制作
支援を行っています。

・企業の経営等に関する情報の提供
　指定管理者である（財）ふくい産業支援センターが、企業経営に役立つ図書やビデオな
どを揃えた産業情報資料室や、経営等に関するイベント・公募などの情報を提供する
ポータルサイトを運営しています。

県民１人あたりのコスト負担の状況（円）
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